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１ 埼玉県学力・学習状況調査の概要（平成27年度から実施）

実施目的
児童生徒の学力や学習に関する事項等を把握することで、教育施策や指導の工夫改善を図り、児童生徒

一人一人の学力を確実に伸ばす教育を推進する

調査対象
調査を希望する県立及び県内市町村立の小・中学校等に在籍する小学校第４学年から中学校第３学年の

全児童生徒（Ｒ４年度：６２市町村・約２７万人）

調査事項

⑴児童生徒に対する調査

【教科に関する調査】

小学校第４学年から第６学年まで 国語、算数

中学校第１学年から第３学年 国語、数学、英語（第２学年から）

【質問紙調査】

学習意欲、学習方法及び生活習慣等に関する事項

⑵学校及び市町村教育委員会に対する調査

学校における教育活動並びに学校及び市町村における教育条件の整備等に関する事項

特 長

学力の伸び（経年変化）などを継続して把握することのできる調査

・小学校第４学年から中学校第３学年までの同一児童生徒を継続して把握

・ＰＩＳＡ（国際学力到達度調査）と同様の調査手法（項目反応理論）を採用

県外における

実施状況

１０８市町村で調査を実施 → 約１４万人の児童生徒が受検

＜実施自治体＞福島県（全域）、高知県、鳥取県、滋賀県、福岡県（一部）

広島県福山市、宮城県白石市、高知県梼原町、東京都三鷹市、島根県益田市（全域）

神奈川県秦野市・小田原市、大阪府堺市（一部）
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○ 学力のレベルは、３６段階
（１２レベル×３層）で設定しています。

○ 本調査における「学力のレベル」の考え方

・ 「どのくらい難しい問題を解く力があるか。」を学力の

レベルで表している。レベルが上がるほど、難易度の

高い問題を解く力がある。

○ 本調査における「学力の伸び」の考え方
・ 年度間の「学力のレベルの差」を学力の伸びと捉える。

※ 本調査では、学力を「学力のレベル」として提示している。

→小学校第４学年から中学校第３学年までの全ての問題に

難易度を設定することで、学力のレベルを測定している。

２ 埼玉県学力・学習状況調査の特長（学力の伸びが明確に示される）

Ｒ４の調査で測定した
学力のレベル

Ｒ２の調査で
測定した

学力のレベル

Ｒ３の調査で
測定した

学力のレベル

学力の伸び
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・学力を良く伸ばしている学校が分かる

・学力を良く伸ばしている学級や教科が分かる

・学力を伸ばした取組や指導方法を共有し、
一人一人の学力の伸びにつなげる

○ データに基づく学校・教員の授業改善ＰＤＣＡサイクルの確立

２ 埼玉県学力・学習状況調査の特長（学力を伸ばした取組や指導方法の共有）

3

R3調査 R4調査



３ 埼玉県学力・学習状況調査を活用した学力向上施策
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⑴ 県の取組



３ 埼玉県学力・学習状況調査を活用した学力向上施策

5

⑵ 主な施策

総
合
的
な
支
援

重
点
的
な
支
援

施策名 事業コンセプト 成果

良い授業を見つけ！
広めて！学力ＵＰ事業

県学調の結果から学力を伸ばしている教員の解説付
きの映像資料を作成し、学力向上に効果的な授業等
のノウハウを共有・普及する。

・令和３年度までに、 国語、算数・数学、英語、特別
活動等、計４５本の映像資料を作成・配信
・映像資料は約３４，３００回（令和４年９月末現在）
視聴され、活用した学校はしていない学校と比較し
て、学力を伸ばした学校の割合が高い

ＡＩを活用した
学びの実践研究事業

県学調の結果とＡＩを活用し、児童生徒一人一人に応じ
た指導及び最適な学びを実現する。

・児童生徒向けの個々の学習のつまずきや生活習
慣等に関するアドバイスを提示する個別アドバイス
シート等の作成
・個別アドバイスシート等の活用前後で、平均してほ
ぼ全ての学習方略の向上

「未来を生き抜く人財育成」
学力保障スクラム事業

家庭の経済状況などから学力に課題を抱える小学校
４・５年生の児童に対する教育的支援の方法を実施校
で研究する。

【実施校：１０校 （令和３年度）】

・児童の自己効力感の高まりや学習意欲の向上
・学力が伸びた児童の割合が県平均の伸び率を超
えた学校が半数以上

県学調の結果に基づく
市町村や学校に対する支援

前年度の県学調で「学力が伸びた児童生徒の割合」が
県平均を下回るなどの状況にある市町村や小・中学校
を重点的に支援する。
【実施市町村：５市町・実施校：１８校 （令和３年度）】

・児童生徒の学習意欲の向上
・学力が伸びた児童生徒の割合が県平均の伸び率
を超えた学校が約半数



４ 埼玉県学力・学習状況調査のＣＢＴ（※）化
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①より精緻なデータの取得、蓄積
・正誤の状況に加えて解答時間も分析することで、児童生徒
のつまずきを把握し、より細かな指導が可能

例⑴解くことをすぐに諦めて
しまった問題や時間を
かけている問題を分析
して、つまずきを把握

例⑵誤答だけでなく、解答
に苦慮した内容に対し
ても教材の提供やアド
バイスなど、一人一人
の学力向上を目指す

②結果返却までの時間短縮
・自動採点等により結果返却までの期間短縮により、学校に
おける児童生徒への指導改善を加速・向上

③ＣＢＴの特性を活かした出題
・児童生徒の意欲をより引き出せるような出題や、映像を活用して
より実際の学習場面に即した出題

④学校の負担軽減
・学校における調査資材（問題冊子等）の受け取り、回収のための
梱包等、調査資材の管理が不要

⑤コスト削減
・調査資材の印刷、配送及び回収等の費用が不要

○これまで紙の調査で取得してきたデータに加え、より精緻なデータを取得、蓄積することが可能となり、エビデンスに基づいた
施策の検討、教員の指導方法の工夫・改善を進め、児童生徒一人一人の更なる学力向上を目指す。

⑴ 目的

⑵ 主なメリット

※ＣＢＴ：Computer Based Testingの略で、コンピューターを使用して実施する調査



４ 埼玉県学力・学習状況調査のＣＢＴ化
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①試行調査

②予備調査

③接続確認
調査

④プレ調査

⑤県学調
（本調査）

⑥県学調
（本調査）

R3年度

R4年度

R5年度

R6年度

【目的】 ３種のＯＳ（Windows・Chrome・iPad）で、直接型・集約型のどちらの接続方法でも調査実施が可能なことの確認、

児童生徒のＩＣＴ活用能力の確認

【対象】 ４市町（各小・中学校１校）、県立中学校１校

・県内の市町村（さいたま市除く）がＣＢＴか紙による調査（従来通

り）を選択し実施予定
※ＣＢＴ（３６市町村、約１２万人）、紙による調査（２６市町村、約１７万人）

・県立学校及び県内全ての市町村においてＣＢＴで

実施を目指す

【目的】 「学力の伸び」をＣＢＴ化後も継続して測定する仕組みの構築

【対象】 ４市町（各小・中学校１校）

【目的】 県立中学校及び県内（さいたま市除く）の全小・中学校を対象とした、学校の通信環境

（一斉接続）の確認

【対象】 ６２市町村全校（約１，０００校）及び県立中学校（１校）

【目的】 全面実施を見据えた実施手法や結果返却方法の実証

【対象】 １市全校（小学校７校・中学校３校）

⑶ 取組の概要
様々な課題に対応しながら、段階的に埼玉県学力・学習状況調査（県学調）のＣＢＴ化に向けた取組を推進


